
1．はじめに

近年，多くの私立大学が財務状況の悪化により

疲弊している。当然，これらの要因についてはさ

まざまなものが考えられるが，大きな要因として

挙げられるのは市場の縮小（18歳人口の減少）

と大学設置基準の大綱化（1）による競争の激化（規

制緩和，大学・学部設置の自由化政策など）であ

る。私立大学の関係者は，高等教育投資における

日本の公財政支出が国際的に見れば最低レベルで

ある（丸山2009，20頁）ことを指摘し，毎年の

ように政府に私学助成の拡充を求める意見書を提

出している。しかし，高等教育の大衆化に伴う教

育費の増大による財政の圧迫は世界的な問題であ

り（OECD2004,p.3），多額の財政赤字を抱える

いまの日本政府に，その声に耳を傾ける余裕はな

い。それどころか，天野（1994，3�5頁）は，18

歳人口の減少や大学設置基準の大幅な改定は，こ

うした財政に関する問題を表面化させ，大学のあ

り方について再検討する必要性を大学関係者自身

が認識し，自己変革の努力をすべきだという要求

を大学に突きつける引き金になったにすぎないと

する。しかしながら，現実問題として，市場が縮

小する一方で，大学・学部数が増加した結果，私

立大学の経営にとって最も重要な入学志願者の確

保が急速に困難となったことは事実であり，多く

の私立大学が，大学経営戦略の最重要課題として

毎年の入学志願者の確保を挙げている（2）。

こうした高等教育市場をとりまく環境の変化は，

各大学が積極的にマーケティングを展開する動機

となる。指摘するまでもなく，日本において，大

学関係者が考えるマーケティング戦略の標的とな

るセグメンテーションは，主に18歳人口で構成

される入学志願者である（3）。国公私立を問わず，

各大学はこの入学志願者の獲得をめぐり，広報を

担当する部署を設け，大学案内の制作や大学ホー

ムページの更新，オープンキャンパスなどの各種

イベントの実施，高校や予備校訪問などを繰り返

している。またSNSを積極的に活用し，入学志

願者との関係性の構築に努力している大学もある。

しかしながら，入学志願者がどの学部，またど

の大学を受験するか，その選択を考慮することに

ついて，当初から十分な情報を有しているとは限

らない。また，入学志願者がどの大学に入学する

かといった重要な問題を，1人で決定することも

できないであろう。彼らは十分な情報を有してい

ると考えられる信頼できる人間に相談することで，

その価値観の形成をはかり，最終的な判断に結び

つけていく。たとえば，長年の経験と十分な知識

を持つ高校や予備校関係者は，主に学業面につい

て，保有する情報が限られている彼らから相談を

受けることで，入学志願者の大学選択に影響を与

えている。また，保護者も子どもの大学選択につ

いて，将来の進路や，費用面など総合的な判断か

ら，積極的に意見し，関与することは容易に想像
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される（4）。

このように，消費者である入学志願者の価値判

断や選択行動は，しばしば，何らかの社会的要因

から影響を受けて決定される。なぜなら，消費者

は周囲の環境や社会といった「集団（group）」

の一員として，そこから購買や消費に関する価値

判断の影響を受けることで，より快適な社会生活

を送るための集団への適合が必要とされるからで

ある（加藤2003，88頁）。特に入学志願者の大学

選択行動にはこの社会的要因からの影響が強い。

こうした入学志願者の判断に使用されるような集

団，つまり，「個人が自分自身を関連づけ，ない

しは心理学的に関連づけたいと欲することによっ

て，自己の態度，判断，意識に影響を受けるよう

な集団」（船津1969，17頁）を「準拠集団（refer-

encegroup）」と呼ぶ。したがって，この準拠集

団を分析することで，入学志願者の大学選択行動

への影響を解明することは，今後の大学マーケティ

ング研究に意義のあるものと考えられる。

準拠集団は，態度や行動に直接的，また間接的

に影響を与えるすべての集団から成立する。入学

志願者が直接影響を受ける集団としては，まず

「所属集団（membershipgroup）」があり，こ

れは家族，友人，高校，予備校関係者など，親密

性と持続性がある集団をいう。また，入学志願者

は，自分が所属していない集団からも大きな影響

を受ける。将来，そこに所属したいと願う「願望

集団（aspirationalgroup）」である（5）。

入学志願者のみならず，大学選択には「入学時

の学力差が，その大学教育における経験と，その

大学を卒業したということの効用ないし満足度を

大きく左右することになる」（米澤1994，152頁）

ことが一般的に認知されているため，保護者や高

校，予備校など多くの関係者が少しでも入学偏差

値の高い大学を受験するよう推奨する。しかし，

それ以外にも，自身が将来，希望している職業に

就くために大学や学部を選択する「理想自己

（idealself）」を求める行動や，人気の大学スポー

ツの強豪校を母校として応援したい，自分の関心

のある分野の著名な教員のもとで学びたいなどの

憧れの気持ちが入学志願者の大学選択行動に大き

な影響を与えていることはよく知られている。

このように人は自分の所属している以外の集団

に指向するという事実は，Merton（1957）が提

唱した準拠集団理論のなかの主要な命題の一つで

あり，その後のマーケティングにおける消費者行

動研究に大きな影響を与えている（6）。特に，大学

のマーケティング担当者は，消費者である入学志

願者だけでなく，保護者，高校や予備校関係者な

どからなる所属集団や願望集団に影響を与える複

合的なマーケティング戦略の実施を考慮する必要

がある（7）。

だが，我が国の大学マーケティング研究では，

プロモーション戦略を通じて，大学のブランド・

イメージを確立し，入学志願者や保護者，また社

会全般に認知・評価されることの重要性が提唱さ

れているものの，大学のマーケティング担当者に

よる準拠集団へ影響を与えるプロセスについての

研究は見られない（8）。そこで本稿では，大学マー

ケティングへの準拠集団理論の適用に向けて，そ

の内容や批判について検討することを目的とする。

まず，社会学および社会心理学における準拠集団

理論が生成した経緯を概観し，準拠集団が入学志

願者の意志決定に影響を与える機能として，

Kelly（1947）が提唱した比較機能と規範的機能

を例示し，その概念の定義や分類を整理する。次

に，消費者行動研究に援用されている準拠集団理

論，また準拠集団の選択過程および社会化の概念

を検討する。最後に，大学マーケティング研究に

おける準拠集団理論の重要性について確認する。

2．準拠集団理論の生成の経緯

準拠集団とは，Hyman（1942）がThePsychol-

ogyofStatus（邦訳『地位の心理学』）のなかで

「主観的地位」の準拠点となる集団としてこの概

念を初めて使用している。準拠集団の概念である，

人がその関係する集団特有の見地からものを考え

感じまた見る，という命題は古くからあり，「一

般化された他者の役割取得」，「内集団・外集団」，

「社会的自我」などがそれにあたる（川北 2013，

44�45頁）。自己の「主観的地位」評価の特性を
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探求していた Hymanは，この概念を研究とし

て確立するために，都市部に在住するさまざまな

職業に従事する31名の被験者に綿密なインタビュー

調査をおこなった。この研究のなかで，人の地位

規定の基準および地位に対する満足度は，友人や

知人，また全成人などの準拠集団によって比較選

択されることを明らかにしている。

またMerton（1957）は，StoufferやSuchman

らによるアメリカ兵の不満度に関する調査結果を

もとに，準拠集団の概念を理論化，体系化した。

まず，彼はアメリカ兵の召集に対する態度や昇進

の機会について，その判断を左右する感情や態度

の準拠枠として次のようなものを例示している。

第1は，実際の結合関係があったり，現に社会関

係が維持されている他人との状況との比較，第2

は，特定の重要な点からみて同じ社会的地位にあっ

たり，同じ社会的部類に所属する者との比較，第

3は，特定の重要な点からみて社会的地位を異に

する者，あるいは異なった社会的部類に属する者

と比較される場合である。

ここでは，個人が相互作用を営んでいない「他

者」を非所属集団または外集団と名づけ，個人は

所属集団と非所属集団，または内集団と外集団の

どちらも社会的準拠枠にとられると解釈している。

そして，Mertonはこのような準拠集団は原則と

して無数にあり，人はそのいずれか1つに指向す

ることもあるし，または複数に指向する可能性が

あることを指摘する。このように，Hymanや

Mertonは，集団内の他者との比較により自己の

立場を決定する比較準拠集団（comparativeref-

erencegroup）の立場を取っている。

一方，Sherif（1935）は，知覚の自動運動現象

という錯視現象を用いた実験で，当初，1人で暗

室に入室し，光点の移動距離を推定させた。その

後，3人1組で暗室に入室し，同様に光点の移動

距離を推定させると，当初ばらつきのあった回答

が，4回目には，全員が非常に似た数値を報告し

ている。この結果から，個人の判断を左右する基

準枠は，他者の判断を拠り所として，次第に集団

の標準となる基準枠に収束化され，しかも1度，

形成された集団規範は，強い影響力を及ぼすこと

になるとしている（三島2003，91�94頁）。

また，広く引用される Newcomb（1957）の

「ベニントン・カレッジ調査（BenningtonCol-

legeStudy）」は，自身が勤務する大学の女子学

生に，それぞれの信条について，時間をかけ継続

的にインタビュー調査を実施することで，大学生

活が社会的，政治的信条の発達を左右する準拠集

団の重要性に焦点を当てるものであった。この調

査では，政治的に保守的な上流階層の家庭の出身

者である女子学生が，リベラルな雰囲気を特徴と

する大学に入学することで，大学やその友人を準

拠集団とした多くの女子学生は，学年を進級する

に従い，リベラルな方向へと態度を変容していく

ことを示したのに対し，友人関係が閉鎖的な，ま

た家族や出身地との癒着が強い女子学生は保守的

な態度を変えることができなかった。これらの社

会的，政治的信条は，25年後の追跡調査でも維

持していることが示されている。このSherifや

Newcombの研究は，個人の行動や考え方を選択

する際の拠り所となる規範準拠集団（normative

referencegroup）を示していると後の研究者に

位置づけられている。

個人が他者からの影響を受け，その行動を選択

することは旧来から知られていることであった

が（9），これら初期の準拠集団の考え方は，人びと

の態度や意識を，一定集団との関連においてとら

えることによって，これまでの研究のインパクト

を加え，その視野の拡大を促すものとなっている

（船津1971，17頁）。

こうした初期の準拠集団理論の概念は，大学

マーケティング研究において，入学志願者が大学

選択行動をする際に影響を受ける準拠枠について

示唆を与えることになる。はじめに Hymanや

Mertonが立場を取る比較準拠集団は，主に自己

が所属する集団，また自己が認識する集団のなか

での比較により自己の立場を決定づけることにな

る。大学への進学を希望するある一定の学力を持

つ入学志願者ならば，誰もが自分の学力と所属す

る高等学校や予備校で一緒に学ぶ友人たちとの学

力とを比較し，また目安にして志望校を考えるよ

うになる。また，入学志願者は模擬試験を受験し，
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その結果として得られる偏差値を通じて，全国の

入学志願者を準拠枠とし，自己の「主観的地位」

評価を確立する。

一方，SherifやNewcombが提示する規範準

拠集団では，自己の態度や行動に影響を与える概

念として準拠枠が位置づけられている。これは，

準拠集団に対する自己の評価，および優先度によっ

て，自己が得る情報の源泉が変化し，また，その

結果が自己の価値形成に影響を与えることを意味

している（圓丸2009，69頁）。つまり，入学志願

者の大学選択については，自己が所属する集団，

たとえば保護者や高等学校，予備校などの関係者

からの期待，また，大学が発信する情報に伴うイ

メージなどが，最終的な入学志願者の意志決定を

左右することになる。

ここまでは，社会学および社会心理学における

準拠集団理論が生成した経緯を概観し，その概念

の定義や分類を整理してきたが，次章では，消費

者行動研究に援用されている準拠集団理論を整理

する。

3．消費者行動研究における準拠集団理

論の影響

消費者行動研究のなかで，まず，準拠集団の存

在は，消費者である個人の購買行動や態度にどの

ような影響を与えるかについて議論されてきてい

る（10）。特に，友人や家族，同僚など身近な他者の

存在が影響を与えることはよく知られているが，

最近では，インターネットを通じた新しいメディ

アなど，消費者自身が幅広くさまざまな情報源に

触れることができる環境になったことで，消費者

の態度に影響を与える集団の影響を研究すること

は，より重要になっている（Duhacheck,Zhang

andKrishnan2007,pp.402�403.）。

はじめに，Bourne（1957）は，準拠集団の影

響が，特定の製品もしくはブランド選択ごとに異

なることを実証研究で明らかにしている。

彼は，①準拠集団がブランド選択には影響を与

えるが，製品選択には影響を与えない場合（ブラ

ンド＋，製品－），②ブランドと製品の選択の両

方に影響を与える場合（ブランド＋，製品＋），

③製品選択には影響を与えるが，ブランド選択に

は影響を与えない場合（ブランド－，製品＋），

④ブランドと製品の選択の両方に影響を与えない

場合（ブランド－，製品－）の4つのタイプに分

類し確認した。

Bourneによると，たとえば，①の（ブランド

＋，製品－）に分類される洋服，家具，雑誌，冷

蔵庫（タイプ）では，誰もが日常的に使用してい

る製品であるため，そのブランドを購入する際に

は，準拠集団の影響が強く，個人は準拠集団の影

響に基づき選択される。②の（ブランド＋，製品

＋）に分類される乗用車，煙草，ビール，医薬品

については，これらを購入することは社会的に誇

示する要素があるため，製品とブランドの両方に

準拠集団の影響が強く見てとれると述べられてい

る。

このBourneの研究を発展させ，また別の観点

から捉えたBeardenandEtzel（1982）は，消費

者が準拠集団から影響を受ける強さの度合いを，

製品の使用場面（パブリック・プライベート）と

製品の特性（贅沢品・必需品）とに区分し，それ

ぞれを準拠集団の影響の度合いによって4つのグ

ループに区分し，検討した（図表1）。

彼らの研究では，準拠集団が製品およびブラン

ドの選択に強く影響を与えるのは，使用場面がパ

ブリックな場，つまり他者の眼に触れられる場面

で使われる製品，かつ贅沢品に分類される範疇の

製品であり，ゴルフクラブ，スキー，ヨットなど

を挙げている。逆に準拠集団が製品およびブラン

ド選択に影響をあまり与えない製品には，使用場

面がプライベートな場所に限られ，必需品に分類

される範疇の製品，たとえばマットレス，フロア

ランプ，冷蔵庫などを例に挙げている。また，使

用場面がパブリックな他者の眼に触れ，製品が必

需品に分類される腕時計，自動車，紳士服などは

ブランドのみ準拠集団の影響が強く，使用場面が

プライベートな場所に限られ，製品が贅沢品に分

類されるテレビゲーム，ゴミ圧縮機，アイスメー

カーなどは製品のみ準拠集団の影響の影響が強い

とされる。この結果から，消費者である個人への
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準拠集団の影響は，自分が必要として購入する必

需品よりも，パブリックな場で他者の眼に触れら

れることを意識して購入する製品に対して，強く

表れる。

さらに，ChildersandRao（1992）は，Bearden

andEtzel（1982）が提示した理論を基に，準拠

集団を家族と友人・仲間に区分し，これらの集団

が個人の購買の意志決定に影響を与える違いにつ

いて注目し，パブリックな他者の眼に触れられる

場で使用される贅沢品については，友人・仲間が

製品とブランドの選択に与える影響が強いが，家

族の与える影響は弱い。一方，プライベートな場

所で使用される必需品については，友人・仲間が

製品とブランドの選択に与える影響は弱いが，家

族の与える影響は強くなると言った結果を導き出

している。このように，初期の消費者行動研究で

は，準拠集団による消費者への感情，認知，行動

に対する影響を明らかにする研究が見られている

（Kurt,InmanandArgo2011：川北2013）。

その後，準拠集団に関する研究は，アカデミッ

クな表舞台から次第に姿を消していくことになる

が（芳賀2015，107頁），1990年代の終わりごろ

から，準拠集団内のような相互作用のある関係だ

けではなく，購買あるいは消費時点で居合わせた

だけの，直接，相互作用の関係のない他者が影響

を及ぼす影響について，関心が寄せられるように

なっている（石田2012，132頁）。たとえば，代

表的なものでは「ランチ研究」・「ビール研究」・

「ワイン研究」で知られる ArielyandLevav

（2000）があり，「ランチ研究」では，レストラン

での参与観察を通じて，知人と一緒に来店した客

と，1人で来店した客のメニューの選択の違いか

ら，個人の意思決定の裁量と集団の影響力の違い

を追求している（11）。

また，2000年代以降，準拠集団はブランド・

リレーションシップ研究のなかで語られるように
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図表1 BeardenandEtzelによる製品とブランドの購買決定時のパブリック－プライベートと贅沢品－

必需品の組み合わせ

（出所） Bearden,W.O.andM.J.Etzel,（1982）,ReferenceGroupInfluenceonProductandBrandPurchaseDeci-

sions,JournalofConsumerResearch,Vol.9,p.185を筆者翻訳。



なる（芳賀 2015，108頁）。1990年代初期に，

Aaker（1991）やKeller（1993，1998）により，

ブランドの無形的な資産価値に着目したブランド・

エクイティ論が提唱されている。Aakerは，ブ

ランド・エクイティを「ブランド，その名前やシ

ンボルと結びついたブランド資産とブランド負債

の集合」と捉え，（1）ブランド・ロイヤルティ，

（2）ブランド認知，（3）知覚品質，（4）ブランド連

想，（5）その他の所有資産（特許，商標，チャネ

ル関係など）から影響を受けると示している。

（1991，邦訳，20�22頁）。ただし，これらの議論

は企業側からの視点で語られたものであり，ブラ

ンド価値を向上させることで，企業と顧客に価値

を与え，競争優位を確立することを目的としてい

る（Yoo,DonthuandLee2000,p.195）。

一方，消費者側の視点としては，Kellerが，

ブランドの経済的な価値評価とは別に，顧客ベー

スのブランド・エクイティを訴え，さまざまな企

業のコミュニケーション活動によって消費者がブ

ランドに対して保有するブランド・イメージは，

ブランド認知とともにブランド知識に包含されて

いる（1998，邦訳，132頁）と指摘したのが始ま

りと考えられている。

こうした消費者側の視点によるブランド・マネ

ジメント研究の議論が勃興するなか，消費者行動

研究において，消費者とブランドはパートナーシ

ツプの関係性にあるとし，強固なブランド・リレー

ションシップは，消費者である自己とブランドが

結びつくことで形成されると提唱したのが

Fournier（1998）である（12）。

EscalasandBettman（2003,2005）は，この

Fournierの研究を踏まえた上で，自己とブラン

ドの結びつきに対する準拠集団の影響について着

目し，実証研究を行っている。彼女らは，研究の

結果から，自己とブランドの結びつきは，準拠集

団やセレブリティと呼ばれる著名人による広告宣

伝などの文化的な要因によりブランドの意味が創

られ，そのブランドの意味が，自己に関連するニー

ズをいかに満たすかにより，自己とブランドの結

びつきの度合いが評価されるとしている

（EscalasandBettman2009,p.108）。具体的に

は，消費者の所属集団で使用されているブランド

や願望集団で使用されているブランドが，自己と

ブランドの結びつきを強めると想定し，大学生に

あらかじめ用意していたブランドを提示し，自己

とブランドの結びつきの度合いについて調査をし

た。調査の結果から，被験者となった大学生は，

いずれも所属集団で使用しているブランドや願望

集団で使用されているブランドに対して，自己と

ブランドの結びつきを高く評価していることを検

証している（EscalasandBettman2003）。

つづいて，EscalasandBettman（2005）では，

消費者が所属している内集団（ingroup）と，所

属していない外集団（outgroup）で知覚されて

いるブランドでは，自己とブランドの結びつきの

度合いが異なると推測し，アメリカ在住のアジア

系，ヒスパニック系，白人系の3つの消費者グルー

プに対し，内集団と外集団にそれぞれ知覚される

ブランドと，自己とブランドの結びつき度合いを

調査した。調査の結果，内集団に知覚されている

ブランドでは，自己とブランドの結びつきが強い

一方，外集団に知覚されるブランドでは，結びつ

きが弱いことが確認されている。

また，WhiteandDahl（2007）は，Escalas

andBettman（2005）の研究を発展させ，消費

者が必ずしもすべての外集団を排除したいと考え

ているのではなく，外集団のなかでも特に，消費

者の持つ価値観や態度と対峙する分離準拠集団

（dissociativereferencegroup）を排除したいと

考えているのではないかと仮説を立て調査をした。

結果，消費者に与える影響は，内集団もしくは外

集団にそれぞれ知覚されるブランドよりも，消費

者が分離集団と見做すブランドが消費者に対して

与える影響が大きいこと，特に否定的な影響に顕

著に表れることを明らかにしている。

ここまで検討してきたように，消費者行動論に

おいて，準拠集団が消費者の態度形成に与える影

響についての研究は古く，多くの蓄積がある。し

かしながら，大学マーケティング研究においては，

近年でもブランド・マネジメントに関する数多く

の研究が見られるものの（Ghosh,Whippleand

Bryan2001,Palacio,MenesesandPerez2002,
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Bosch,Venter,HanandBoshoff2006,Duarte,

AlvesandRaposo2010,Chapleo2010,Joseph,

Mullen and Spake 2012, Dholakia and

Acciardo2014,Bock,PooleandJoseph2014,

Goi,GoiandWong2014,Rauschnabel,Krey,

BabinandIvens2016），準拠集団の役割を分析

する研究，またどの準拠集団を選択するかに関す

る研究は見当たらない（13）。

4．準拠集団の選択過程

これまでは，自己の態度や評価の形成に影響を

与える概念として準拠集団について確認してきた

が，本章では，大学マーケティング研究で最も重

要な論点であり，大学のマーケティング担当者に

とって最も関心の高い，入学志願者，また保護者，

高校や予備校関係者による準拠集団の選択過程，

つまり，将来，入学志願者が所属したいと考える

集団，もしくは将来，入学志願者に所属して欲し

いと考える集団を，どのようにして選択するかに

ついて検討する。

川北（2013，46頁）は，Merton（1957）の理

論のなかで注目すべきは，いかに準拠集団が選ば

れるのかという点について問題提起している点で

あるとする一方，渡辺（1982，6頁）は，Merton

による試みは，理論的・体系的な選択要因の目録

の作成で単なる集団属性の列挙に止まっており，

それによってどのような集団の選択が可能となる

かについては，考察されていないと指摘する。し

かしながら，これまでの諸理論を整理した船津

（1969，28頁）は，準拠集団の選択に関わる諸因

子として，①個人の内的，心理的要因，②社会構

造における個人の位置，③集団属性，集団構造の

要因，社会構造における集団の位置，④社会構造

の状況の4つの要因を挙げている。これらの諸因

子については，論者の問題認識により強調の度合

いは異なるものの，個人および社会構造の両要因

により規定されるとしている。準拠集団の選択に

は，これら4つの要因が単独に成立するのではな

く，複雑に絡み合うことで決定されると考えるこ

とができる。以下，船津（1969）の区分に従い，

考察を試みることにする。

準拠集団選択の心理的要因として船津が第一に

挙げた個人の内的，心理的要因とは，個人の精神

的状況，パーソナリティ，主体的かまえ，傾性で

ある。ここで船津は，「不安」や「不満」といっ

た個人の心理的要因のほか，Eisenstadt（1954,

p.213）の言うところの「個人がその集団の成員

になりたいという願望（aspiration）をもつ場合，

集団は個人の主要な準拠点となるだろう」という

「動機づけ」の概念に言及している。

次に船津は，個人の内的，心理的要因として

「人びとの認知構造」を挙げ，Festinger（1954）

の「社会比較過程の理論」，Merton（1957）の

「可視性」の概念，Kelly（1955）の「セイリエ

ンス」の概念をそれぞれ紹介している。

Festingerは，「社会比較過程の理論」におい

て「比較のために一定範囲の人びとが示されるな

らば，人は自己の能力ないし意見に類似している

ものを，比較のために選択する（1954,p.121）」

いう仮説を提示している。これは，一般的に承認

されているMertonが言及する準拠集団選択の一

要因である「行動の類似性」に相関し，入学志願

者は，その志望校を選択する際に，自身が所属す

る高校や予備校などの友人，また同程度の偏差値

を持つ仮想のライバルを自分と「等しい」比較対

象として考えるものである。

ついで，Mertonの「可視性」とは，「社会の

構造上からみて，この構造のなかでさまざまな地

位を占める人びとが現に組織のなかで行われてい

る規範やこの組織を支持している人びとの役割遂

行の特質を知覚する機会を与えられている程度

（1957，邦訳，318頁）」を意味している。これは，

「評価し比較する準拠枠として人びとが選択する

集団の規範や活動に自ら精通していなければなら

ない（1957，邦訳，318頁）」という前提をもと

に，支配的地位にある人びとは，個人，集団，規

範の「知覚の動態」に関する問題と，知識の伝達

経路の問題について，究明する必要がある（14）と

述べられている（船津1969，29頁）。

Kellyの「セイリエンス」とは，「一定の状況

において，特定の集団が，個人の意識の中に入り
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こみかつ強い力を持っている程度」という意味で

ある。これは，Sherif（1967）が「セイリエンス」

を規定した「個人の行動，特に選択や判断に影響

する集団の相対的重要性」と同義語であり（安藤

2017，104頁），Kellyは，対抗的コミュニケーショ

ンへの抵抗への影響を与える実験において，高校

生までは，より強くセイリエンスからの影響を受

けることを検証している（船津1969，29頁）。こ

の集団の相対的重要性とは，関心を持つ知識の相

対的重要性によって決定される。逆に言えば関心

を持つ知識の相対的重要性が，集団の相対的重要

性を決める相互的規定であると考えられる。

一方，外的，社会的要因における第一の決定要

因となる社会構造の個人の位置とは，Dahrendorf

（1958，邦訳，66頁）が準拠集団概念を，「個人

の地位がかれを必然的に関係づける外部集団」で

あると規定するように，準拠集団の選択は，自己

の社会構造上の位置を自覚し，利害を認識するこ

とにより決定される。また，外的，社会的要因の

第二の決定要因は，集団属性，集団構造，社会構

造における集団の位置である。たとえば，①集団

の性格，②集団内の地位＝役割の構造，③集団内

のコミュニケーション構造，④集団の規範構造な

どの属性が全体社会構造における「集団の位置，

威信」を決定し，それらを個人が知覚することに

より，その集団への指向を決定づける要因となる。

Eisenstadit（1955,p.177）は，この集団社会の

制度的構造における威信を「地位コンファーラル

（status-conferral）」と呼び，「個人の準拠集団の

選択は，社会構造における地位コンファーラルに

依存する」と指摘しているのである。

外的，社会的要因の最後の決定要因は，社会構

造の状況である。Merton（1957，邦訳，260頁）

が，「比較的高度の社会的移動性を有する社会体

系が，非所属集団を準拠集団としてこれに指向す

る機会をひろく人びとに与える」と指摘するよう

に，伝統的に社会集団の移動が少ないフランスで

は，非所属集団への志向が少なく，学歴による上

昇的社会移動が一般的なアメリカ社会では，予期

的社会化（15）が機能的となり，非所属集団への願

望が大きくなるということである。

以上，社会学および社会心理学からみた準拠集

団理論の選択過程では，日本でもアメリカと同様，

地位コンファーラルの高い上位校に進学すること

により，比較的，上昇移動が可能な社会であり，

進学案内雑誌やオープンキャンパスなどで得られ

る可視性など，内的・外的・心理的・社会的要因

を考察し，入学志願者の予期的社会化を通じて，

大学選択行動に影響を与えることを考慮すること

が必要となる。

5．準拠集団理論からみた社会化

準拠集団理論のなかの主要な命題の一つとして，

人は自分の所属している以外の集団に指向すると

いう事実がある（16）。今日まで，多くの研究者が挑

んだ準拠集団理論研究において，特に顕著に力を

入れられながら，いまだ完全な解明に至っていな

いのがこの非所属集団への選択過程の問題である。

たとえば，GrierandDeshpand�e（2001）は，

ターゲットを絞り込んだ広告は，その対象が少数

の場合，大きな広告効果は望めないが，そのよう

な場合でも広告に社会的側面が組み込まれた場合，

効果的な広告になると論じた購買意思決定の有効

性を明らかにすることで，消費者に，自分は特別

な集団に所属しているという意識を与えるという

準拠集団の選択過程を示している。この事例のよ

うに，Merton（1957，邦訳，204�205頁）は，

現在はまだ所属していないが，将来的に所属する

ことを望む集団の価値や態度を受容する事実を予

期的社会化と捉え，比較的開放的な社会では，個

人が望んでいる地位を獲得する一助となると，非

所属集団への選択過程について強調しているが，

これはSewellの社会化の捉え方である，個人が

現在所属している，また将来所属したいと思う集

団に通用する知識，技能，態度，価値および動機

づけを選択的に獲得する過程（1963，p.163）と

同様である（17）。

この予期的社会化を考察するには，松原（1972，

7�8頁）が指摘する，社会的存在としての個人，

ならびにその個人の，社会への参加者（partici-

pants）としての発達に焦点づけ，個人の発達的
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な見方に立ちながら，かつ社会の過程は，その個

人とそれに影響を与えるよう努める人びととの間

の連続的な相互作用を考慮する必要がある。この

「個人とそれに影響を与えるよう努める人びとと

の間の連続的な相互作用」には，Mead（1934）

の一般化された他者（generalizedother）から

の社会的是認による行動や，Sullivan（1953）の

自己概念の形成に関与する重要な他者（signifi-

cantother）の概念が有効である。非所属集団に

おいては，重要な他者は，その集団への知識の通

路となった他者のうちで情緒的性格を帯びたもの

ということになるが，実際には存在しない重要な

他者との同一化を図ることで，非所属集団の有意

性システムを内面化する可能性がある（安藤

2017，105頁）。

これら並列的な内容を，新井（1972，25�26頁）

はParsonsandShils（1954）の行為の主意主義

的図式をもとに以下のように整理している。①自

我は他者との関連において一連の �目標�を持っ

ている。②自我はその目標達成のために消費され

る �エネルギーあるいは動機づけ�（欲求）を自

分のものにする。③自我はその目標達成に使う一

定の �手段�（知識・技能）を自分のものにする。

さらに④自我はその目標達成の過程に必要な �規

範�（価値・機能）を自分のものにする。

一方，社会化の過程には，個人が自らを社会化

する能動的側面のほかに，自分以外による他者ま

たは集団・機関による社会化（受動的側面）の影

響がある（高橋1972，15頁）。古くからこうした

家族・学校・仲間集団・社会組織などは，社会化

されるものにとって準拠集団となるとき，社会化

のエージェント（担い手）となる。旧来から，こ

うした準拠集団については，研究の対象として取

り上げられてきたが，社会が近代化し，情報量が

多くなることに伴って，社会化における家族，ま

た学校などの重要性が低下し，新しい社会化のエー

ジェント（担い手）が登場してきている。たとえ

ば，入学志願者の大学選択行動を考えた場合，家

族や高校関係者は，その進むべき規範の形成にお

いて重要な役割を担うことはできるが，将来的な

職業選択における進路の情報，また大学入学を目

標達成とするのに必要とされる知識や技能を習得

させることは不可能である。予期的社会化におい

て，準拠集団が最も重要視されるのは，人生の転

換期であり，入学志願者の大学選択行動の際に必

要なのは，マスメディアを使った広告やSNSな

どでの口コミの影響である。今後の課題としては，

この社会化における影響のメカニズム，「模倣」，

「同一視」，「モデリング」のうち，態度形成の問

題に関心の高い同一視理論と準拠集団理論を分析

しながら，大学マーケティングへの適用を考えて

いく必要がある。

6．小 結

本稿の目的は，準拠集団理論について社会学や

社会心理学をはじめとし，消費者行動分野での研

究を検討することで，入学志願者の大学選択行動

への援用の手がかりを得ることである。

準拠集団は，HymanやMertonにより提唱さ

れた概念であり，当初は自己の準拠枠について研

究が行われていた。準拠枠を構成する集団は，集

団内の他者との比較により自己の立場を決定する

比較準拠集団と，個人の行動や考え方を選択する

際の拠り所となる規範準拠集団に大別される。

次に，消費者行動研究のなかでなされてきた準

拠集団理論とは，消費者である個人の購買行動や

態度にどのような影響を与えるかについてである。

当初の準拠集団による製品・ブランドの選択から，

自己とブランドへの結びつきに研究の関心が変化

している様子を概観した。また従来，準拠集団の

対象は家族や友人など身近な所属集団を指してい

たが，自分が将来，所属したいと願う願望集団や，

反対に，それらの持つ価値観や態度を拒否する分

離集団についても，実証研究の対象となってきて

いる。

また，準拠集団の選択過程について，Merton

の内的・心理的要因と外的・社会的要因から検討

し，非所属集団への選択は，比較的高度の社会的

移動性を有する社会体系において起きることを確

認している。

最後に，準拠集団理論における社会化の概念を
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検討し，個人が自らを社会化する能動的側面と，

自分以外による他者または集団・機関による社会

化（受動的側面）の影響の2面性を識別している。

本稿では，入学志願者は大学選択行動の際に，

どのような集団から影響を受けるのか，また，ど

のように自分の準拠集団を選択するのかという視

点から準拠集団理論と社会化概念に関する研究に

ついて再検討してきた。今後，大学マーケティン

グにおいて残された課題は，準拠集団の影響力と

入学志願者の裁量の問題である。大学マーケティ

ングにおける課題を解明するためには，残された

課題に取り組みつつ積極的に研究を進めていく必

要があると思われる。

（1） 平成3（1991）年の大学審議会答申について，

天野（2004，2頁）は，競争原理を導入する，設

置基準の運用を緩和するということは，文部科学

省が高等教育に対して持つ政策的な手段の弱体化

を意味し，入学定員の総枠抑制，大都市から地方

への分散，看護・福祉など特定領域の人材養成の

強調など70年代の半ばから続いてきた，高等教

育計画の時代がほぼ終わったと指摘する。

（2） 日本私立学校振興・共済事業団は，「学校法人

基本調査」から財務関係について集計・分析した

その主要データを毎年度『今日の私学財政 大

学・短期大学編 』として取りまとめ，公開し

ている。平成28（2016）年度版では，医療収入

に左右される医・歯系大学法人を除いた大学法人

の学生生徒等納付金（授業料・施設設備費・入学

金など）比率は73.7％と高くなっている。

（3） 遠藤（2017a，57�58頁）は，入試広報を担当

する私立大学職員への質問紙調査の結果から，各

私立大学が意識し，また重要と考えるセグメンテー

ションは受験対象年令である入学志願者であり，

資料なども入学志願者を念頭に置いて作成してい

ることを明らかにしている。

（4） 金（2000，246�247頁）は，大学選択の過程に

関する研究を行い，「大学選択に最も影響を与え

たのは誰か」という問いに対して，「高校の先生」

（29.4％）と「親」（28.5％）の影響力が強いこと

を証明している。また，株式会社リクルートマー

ケティングパートナーズ（2016）の調査から，進

学先や将来の仕事について考えはじめた初期の段

階では「家族」の影響が，具体的な志望校を考え

る時期には「高校の先生」の影響が強いことが明

らかになっている。

（5） 準拠集団には，願望集団とは反対に，それらの

持つ価値観や態度を拒否する 「分離集団

（dissociativegroups）」もある。準拠集団の区

分については，Stafford（1966,pp.68�69）や

KotlerandKeller（2006,p.177）などを参照さ

れたい。

（6） Assael（1995）は，準拠集団を所属集団と願

望集団に区分し，マーケティング的な観点からは，

自分がその準拠集団へ構成員として受け入れたい

と願う積極的な準拠集団へのアプローチがより重

要であることを指摘している

（7） 栗林（2008，156頁）は，受験生だけでなく，

その親，高校の先生，ひいては社会全般に認知さ

れ，それなりの評価を得ていないと，大学受験に

は結びつかないのが現状であると指摘している。

（8） 日本の大学マーケティング研究におけるレビュー

については，遠藤（2017b）を参照されたい。

（9） Shibutani（1955,p.563）は，人間がその関与

している集団特有の見地から，ものを考え，感じ，

種々の事柄を捉えるという命題は，人類学や社会

学の研究者たちによって繰り返し強調されてきた

古くからあるものの一つであると指摘している。

（10） ParkandLessig（1977,pp.102�103）は，準

拠集団の影響について，①情報的影響，②功利的

影響，③価値表出的影響の3つの機能があると記

述している。

（11） その他，「ビール研究」では，食事の初めは全

員が同じ銘柄を注文する傾向が強いが，時間が経

過するにつれ，注文する銘柄に違いが生じ，自分

の好みの銘柄を選ぶ傾向が強いことが確認された

ことから，集団が個人に与える準拠枠が，時間の

経過とともに変化することを示している。

また，「ワイン研究」では，所謂，ワイン通と

呼ばれる商品知識を持った者の方が，自分の好み

の銘柄を注文する傾向が強いことから，集団から

の個人の意思決定の裁量に対する影響力は，商品

知識の有無に左右されることを示唆している。こ

れら3つの研究は，いずれも個人の意思決定の裁

量と準拠集団からの影響力について分析したもの

である。なお，詳しいArielyandLevav（2000）

の研究レビューについては，加藤（2003）を参照

されたい。

（12） Fournierは，消費者である自己とブランドの

結びつきを，消費者の重要なアイデンティティの

問題や役割，テーマなどに関連しているもの

（1998,p.364）と定義し，過去の自己との結びつ
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きや，人生の問題，他人との結びつきとの関連な

ど，さまざまな要素を含むと考えている。

（13） 我が国においても，大学のブランド・マネジメ

ント研究で，個別の大学の取り組みを紹介したも

のや，高等教育専門誌である『カレッジマネジメ

ント』，『IDE現代の高等教育』，『大学時報』な

どで，特集が組まれたものがあるものの，準拠集

団について論究されているものは見当たらない。

（14） 通常，所属集団，非所属集団を問わず，個人の

知識の取得に関しては，個人の目下の関心に左右

される問題であるが，Mertonにおいては，支配

的にある人びとの可視性が主として問題とされ，

社会的統制にとって必要な可視性が取り上げられ

ていると船津（1976，249頁）は指摘している。

このMertonの視点は，Drucker（1990，邦訳，

68頁）が述べる，非営利組織のマーケティング

とは，目に見えないものを売るという点でビジネ

スのものとはまったく異なり，顧客にとって価値

のある何か，つまりコンセプトを売るという点で，

プロモーションにおける訴求が困難な教育・研究

サービスの提供，つまり情報が偏在する大学のマー

ケティング戦略において，有意義な示唆と考えら

れる。

（15） Merton（1957）の訳書では，予期的社会化

（anticipatorysocialization）について，将来を

みこした社会化と訳されている。

（16） Merton（1957,邦訳，162頁）は，人の非所属

集団への指向について次のように述べている。

「人は自分の行動や評価を形成するにあたって，

しばしば自分の所属している以外の集団
� � � � � � � � � � � � � �

に指向す

るという事実がある。そして準拠集団論の特異な

関心対象となっているのは，非所属集団への指向

というこの事実を中心とした問題である」（傍点

原著）。

（17） この予期的社会化は，入学志願者の大学への選

択過程にも見出すことのできる概念であり，たと

えば，自分の希望校に入学することにより，将来

的な職業的地位を望む入学志願者，また医師・歯

科医師などの医療資格をめざす入学志願者は，目

的とする集団に入学するための入学試験に合格す

るために先立って勉強をすることで，社会化を成

し遂げると考えられる。
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